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第179号（４面）2020年4月18日


発行:調布九条の会「憲法ひろば」


E-Mail：chofu9jou@yahoo.co.jp　WEBサイトhttp://www.geocities.jp/chofu9jou/index.html





　調布市教育委員会ウォッチの会の傍聴者有志は４月６日、一斉休校問題で、大和田正治教育長宛に以下の「お願いとご質問」を提出しました。





　（前略）


　３月の臨時休校に関しては、３月27日に行われた教育委員会において審議が行われ、３月16～18日の市議会文教委員会と同24日の市議会本会議においても集中的に報告質疑が行われました。それらの審議を傍聴させていただきましたが、その上に立って、この間の経過および今後の対応について、いくつかのお願いとご質問をさせていただきたいと思います。


　（中略）


　まず、その前提として、３月の臨時休校に関して私たちが感じた問題点と、それにかかわって今後の教育行政に関して留意いただきたいことについて、要望を述べさせていただきます。


　３月27日の教育委員会では、教育委員の皆さまから、今回の休校措置が迅速に実行されたことを高く評価するご意見が続きました。確かにこのような場合、迅速さが求められることは理解できます。ただしその場合、おこっている事態が求める緊急性と、その措置がとられることによって子どもの生活と学習に関して生ずる問題点を解決する対応策を準備するための一定の時間の必要性とのバランスの上に立って、今回のような休校措置が決定されるべきではないかと考えます。


　市議会文教委員会の審議のなかで、自治体としてなぜ３月２日からの休校を決めたのかとの質問に対し、教育委員会からの答えは、子どもの安全を第一に考えた、というのみであり、新型コロナウィルス感染に対する安全を考えた点が強調されましたけれども、それによって生ずる子どもの生活面での様々な支障に対する対応策は、その時点では具体化されていなかったものと思われます。実際、休校措置についての市民へのお知らせとして教育委員会のホームページに掲載された文書では、首相会見での要請のみを根拠に臨時休校の実施を知らせており、他には学童クラブ等を午前８時から開所するお知らせはありましたが、学童クラブ利用児童以外を対象にした市の事業としての居場所事業の開始は休校開始の１週間後でした。


　このような対応策未整備のまま、臨時休校を急ぎ実施したことは本当によかったのでしょうか。文部科学次官の２月28日付都道府県教育長等あての通知でも、「臨時休業の期間や形態については、地域や学校の実情を踏まえ、各学校の設置者において判断いただくことを妨げるものではありません」と明記されています。市の臨時休校決定にあたって、この点についても十分に考慮して決定されたのでしょうか。率直に言って、首相の要請という点が過度に重く受け止められ、決定を急いだのではないかとの疑問を禁じ得ませんでした。


　ご参考までに、長野県池田町の教育長の方が（中略）休校決定にいたるまでのご自身の思いと、それにもとづいて実際にとられた措置についてつづった文書（中略）（を）添付させていただきました。


　それはひらたく言えば、教育のことはできるだけ子どもに近いところで責任を持って決めるべきだということになると思いますが、実はそのことが戦後日本の教育制度の大原則とされてきたことに通じるものだと思います。その大原則とは、教育の地方自治、政治からの独立、住民の意思にもとづく、の三つといわれています。そしてこの三原則は、大日本帝国憲法下の戦前日本において、教育が国家の全面的支配の下におかれたため、間違った戦争に国民全体を動員し、悲惨な結末を招いたことへの反省から生まれたものです。つまり戦後教育の三原則は、日本国憲法の原則である二度と戦争をしない国づくりを支える重要な柱でもあるのです。教育について定めた憲法26条は、子どもの学習権を保障したものだとして、国家の教育権を否定した最高裁判決（1976年、学力テスト事件）も確定しています。結局、教育は子どもの権利でもある個人の成長発達のためにあるのであって、教育を政治の道具にしてはならないということでもあります。


　近年の2014年に、教育委員会と教育行政の制度を改めた地方教育行政法改定が成立しましたが、その国会審議の中でも、文科省側から「旧教育基本法(1947年)の提案理由説明に挙げられた三つの基本方針―『地方分権』『首長からの独立性』『住民の意志の反映』という理念については、改正案においても基本的には変わらない」との答弁が行われています。このような点に深く留意かれされて今後の教育行政を行っていることを切に望んでおります。以上のことを前提として、４月の臨時休業に関して、いくつかご質問をさせていただきます。


　１．３月の臨時休校の経緯と経験をふまえ、４月の臨時休業実施に関して改善した点はどういう点でしょうか。


　２．３月の臨時休校終了後の扱いについて、文科省は、今後の臨時休校実施の場合は、各自治体の実情に応じて判断することをたびたび強調しておりましたが、４月の臨時休業の決定に際しては、調布市の大人・子どもの感染状況、休業実施のさいの子どもへの対応に関する調布市の実情などについて、どのような検討をした上で決定されたのでしょうか。


　３．４月の臨時休業の決定に際しては、臨時の教育委員会など教育委員の方々と直接協議する場は設けられたのでしょうか。


　４．近隣の自治体では、狛江市、世田谷区などが、登校する児童への給食を実施している旨、報道されておりましたが、調布市では今回も実施しないことに決めたのは、どのような事情からでしょうか。


　５．先日の教育委員会では、３月の臨時休校により学習できなかった内容を補充して学ぶにはおおむね16時間必要と報告されておりましたが、４月の休業が行われますと、さらに必要な時間が増えると思われますが、なるべく子どもと教員の負担を過重にしない形でその補充を行うには、どのような具体的方法を考えておられるのでしょうか。


　　                      以上








　

















　「子どもと教科書全国ネット21」と「安倍教育政策NO!平和と人権の教育を!全国ネットワーク」は、4月10日、「コロナ対策の全国一斉休校から浮かび上がった教育行政の現状に対して、根本的改革を求める声明」を発表しました。3月の全国一斉休校について3つの主要な問題点を指摘し、4月からの一斉休校にかかわる要求を示しています。


 詳しく事実にもとづいて、また戦後教育の原点に立って問題を解き明かしていますので、参考にしてください。長文なので、この「にゅーす」には掲載しませんが配信メールに添付します。








